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業績予想及び配当予想の修正（記念配当）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、最近の業績動向を踏まえ 2019 年３月１日に公表した 2019 年

８月期第２四半期（累計）連結業績予想および 2019 年８月期配当予想について、下記のとおり修正する

ことを決議しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

●2019 年８月期第２四半期連結累計期間の連結業績予想の修正について 

 

1. 2019 年８月期第２四半期（累計）連結業績予想数値の修正 

（2018 年９月１日～2019 年２月 28 日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
親会社株主に帰属

する四半期純利益 

１ 株 当 た り 

四半期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前 回 発 表 予 想 （ Ａ ） 32,500 1,477 1,482 844 47 15 

今 回 修 正 予 想 （ Ｂ ） 31,985 1,613 1,617 900 50 29 

増  減  額 （ Ｂ － Ａ ） △515 136 135 56  

増  減  率 （  ％  ） △1.6 9.2 9.1 6.6  

（参考）前期第２四半期実績  

（2018 年８月期第２四半期） 
32,022 1,457 1,459 760 42 50 

（前提） 会計期間 

 当社は、ヒト・コミュニケーションズの単独株式移転により 2019 年３月 1 日に設立されました。そのため、

当社の個別財務諸表の事業年度は 2019 年３月 1 日から 2019 年８月 31 日までの６ヶ月となる一方、当

社グループの連結財務諸表の会計年度は 2018 年９月１日から 2019 年８月 31 日までの 12 ヶ月間とな

ります。 

 

2. 修正の理由 

売上高については、各事業セグメントとも底堅く推移したものの、主にホールセール事業において

暖冬等の影響により売上高が前回発表予想を下回りました。一方で利益面については、主に EC・TC

支援事業において、受託する EC サイトの販売実績が好調に推移したこと等ならびに経費の効率的な



 

運用により前回発表予想を上回る見込みとなったため、2019 年３月 1 日発表の 2019 年 8 月期の連結

業績予想のうち、第 2 四半期連結累計期間の連結業績予想を修正することといたしました。 

なお、通期連結業績予想については、下半期における各事業セグメントにおける市場動向に不確

定要素があることから、業績予想の修正は行わないことといたします。 

 

●2019 年８月期配当予想の修正について 

 

１．配当予想修正の理由 

当社は、配当政策を経営における最重要課題のひとつと認識しており、毎期の業績、財政状況を勘案し

つつ、将来の事業拡大のために必要な内部留保とのバランスを図りながら配当による株主様への利益還

元を安定的かつ継続的に実施することを基本方針としております。 

当社は今後の事業拡大を見据え2019年３月1日付けで持株会社体制に移行いたしました。つきましては

株主様の日頃のご支援に感謝の意を表すため、2019 年 8 月期の期末配当金につきましては、1 株当たり 8

円 50 銭の期末配当に、1 株当たり 1 円 50 銭の「持株会社化記念配当」を加え、1 株当たり 10 円の配当を

実施させていただくことといたしました。 

なお、これにより当期の年間配当金は 1 株あたり 18 円 50 銭となります。本件につきましては、2019 年 11

月に開催予定の当社第 1 回定時株主総会に付議する予定であります。 

 

２．修正の内容 

 年間配当金（円） 

 第２四半期末 期末 合計 

前 回 予 想 

(2019 年 3 月 1 日発表) 
普通配当 8.50 普通配当 8.50 普通配当 17.00 

今 回 修 正 予 想 普通配当 8.50 
普通配当 8.50 

記念配当 1.50 

普通配当 17.00 

記念配当 1.50 

当 期 実 績    

前 期 ( 2 0 1 8 年 ８ 月 期 ) 実 績 普通配当 7.50 普通配当 7.50 普通配当 15.00 

（注）  第 2 四半期末配当予想ならびに前期実績については、当社設立以前の株式会社ヒト・コミュニケ

ーションズによるものであります。 

 

以上 


